
観光行政と観光政策の推進体制

　これまで政府として、観光立国推進本

部設置（2009年12月）国土交通省成

長戦略（2010年５月）、など観光政策

の推進体制を整備してきました。2013

年からは首相直轄の ｢観光立国推進閣僚

会議｣ が発足するとともに、オール国交

省で取り組む体制を整備するため「国交

省観光立国推進本部」や「インバウンド

政策推進事務局」の新設、国交省関係各

局に観光担当を置くなど、推進体制のさ

らなる強化を図っています。

　一方、観光庁発足後６年が経過しまし

たが、省庁横断的な調整といった観点で

は引き続き課題が残っています。他方、

企業や自治体・各種団体などの観光に対

する個別の取り組みは盛んですが、他産

業に比べて業界としての連携が希薄と言

われています。

　2014年度の政府全体の観光関連予

算の総額は前年対比で大幅に増額され、

2,956億円（＋約720億円）となり、「イン

バウンド政策の推進」に関わる予算が前

観光産業の意義

　日本は現在、少子高齢化、財政赤字の

拡大などの課題への対応を迫られ、将来

にわたって経済成長を牽引する役割を担

う産業を育成しなければならない状況

で、その対象の一つに観光産業が挙げら

れています。観光産業は財政支出に頼ら

ない経済成長を実現する産業であり、旅

行業、宿泊業、航空を含む運輸関連産業

にとどまらず、様々な異業種とも密接に

連携する総合産業です。

　また、国内における旅行消費額は

22.5兆円（2012年）であり、産業の

裾野の広さゆえに大きな経済波及効果と

雇用創出力を有していることからも震災

復興と地域活性化への寄与、ひいては日

本の経済成長の牽引役となることが期待

されており、政府は成長戦略として観光

立国推進を優先政策課題として明確に位

置付けています。

年対比４％増の約85億円が認められて

います。しかしながら、観光庁単体予算

は約100億円にとどまっており、特に競

合するアジア近隣諸国に比べて劣位です。

訪日外国人旅行者増大に向けた
具体的な施策

●観光立国推進基本計画
　諸外国との誘致競争の激化・訪日外国

人旅行者の減少リスク・旅行需要の低迷

等、観光をめぐる現在の課題を克服し、

日本の成長を牽引するため2012年３月

に新たな観光立国推進基本計画が閣議決

定されました。今後５年間に更なる飛躍

をするため、基本計画の策定の方向性と

して、「観光の裾野の拡大」と「観光の

質の向上」が掲げられました。

●観光立国実現に向けたアクション・
　プログラム
　観光資源等のポテンシャルを活かし、

世界の人たちを惹きつける観光立国を実

現するために、2013年６月、観光立国

閣僚会議において ｢観光立国実現に向け

たアクション・プログラム｣ が閣議決定

され、2014年１月には2020年オリン

ピック・パラリンピック東京大会の開催

を絶好の機会と捉えて更なる観光立国

の推進を図るべく、訪日外国旅行者数

2,000万人の高みを目指すこととして

います。2014年６月には2,000万人を

目指すために新規施策を盛り込みつつア

クション・プログラムが改訂され、①

「2020年オリンピック・パラリンピッ

ク」を見据えた観光振興、②インバウン

ドの飛躍的拡大に向けた取組、③ビザ要

件の緩和など訪日旅行の容易化、④世界

に通用する魅力ある観光地域づくり、⑤

外国人旅行者の受入環境整備、⑥国際会

議等（MICE）の誘致・開催促進と外国

人ビジネス客の取り込みを図ることが重

要であり、それぞれの分野で効果的な施

策を講じるとしています。※38

　具体的には、国際的注目度を活かした

オールジャパン体制での日本の魅力の発

信、ASEANからの訪日誘致のためのビ

ザ要件の緩和、地方におけるCIQ体制の

確保を含む出入国手続きの改善、交通機

関による快適円滑な移動のための環境整

備、訪日外国人旅行者の利便性向上、魅

力ある観光地づくり、国際会議（MICE）

の誘致や投資の促進など、既に取り組ん
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Part❹｜観光政策 

［１］ 観光振興

現状と課題

出典：観光庁
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2013年７月よりタイとマレーシアの観

光ビザを免除する等、東南アジア８カ国

を対象にビザ発給要件を緩和し、先行し

ている韓国とほぼ同じ条件とするなど、

遅れを取り戻すべく対応策を講じていま

す。その結果、前年対比でタイでは約

19万人、マレーシアでは約５万人の訪

日外国人旅行者が増加しています。

　一方、中国からの訪日旅行者数は尖閣

問題等の影響による減少から徐々に回復

していますが、韓国からの訪日旅行者数

は日韓関係の冷え込みから十分に回復で

きていないことにより減少傾向となって

います。

国民の旅行促進と休暇改革

　年次有給休暇の取得日数の低迷や有期

雇用社員が全労働人口の約４割を占める

社会背景があるなか、観光需要を増加さ

せる取り組みは、「休暇の問題」と「労

働の問題」の二つの視点を持つことが重

要と考えます。また、若年層を中心に旅

行離れが進みつつあることや、少子高齢

化の時代であることを考えると、各層に

応じたマーケティングを通じ、需要喚起

にいかに取り組んでいくのかが問われま

す。

一方、日本国民の旅行需要については、

旅行の相対的魅力の低下等により、全般

的に低迷しています。

　特に国内旅行消費額が全体の約７割を

占める日本人国内宿泊旅行に関しては、

全年代層で旅行回数が漸減傾向にあり、

訪日外国人の誘致と併せて日本国民の旅

行促進にも取り組む必要があります。

　最近の調査結果では、年に一度も旅行

に行かない国民が約半数に上ることが浮

き彫りとなり、中でも、若年層の旅行意

欲の低下は、旅行を経験していないこと

による将来への旅行需要にも影響を及ぼ

す懸念があるため、喫緊の対応が求めら

れています。

　2010年に取りまとめられた国土交通

省成長戦略では、「観光立国推進に当た

っては、観光産業が日本の基幹産業とな

り、地域経済の活性化や雇用創出に大き

く貢献するという認識と、観光を単なる

「余暇」としてではなく、人生を楽しむ

一つの重要な目的として捉える意識が国

民に共有されることが重要」と指摘して

います。今後、観光政策の推進と並行し

て、国民による観光立国の意義の理解促

進と意識改革を通じた需要喚起の取り組

みも求められます。

　休暇改革の論議については、震災復興

が遅れているとの理由などから、未だに

議論を再開する目途が立っていません。

他方、震災を機に、節電と旅行による経

済活性化を両立させるため、観光庁主導

のもと2011年７月には「ポジティブ・

オフ」運動が展開されており、３年が経

過した現在、賛同企業・団体数も300社

に増えていますが、単なる賛同ではなく、

実効性が伴っているのか適宜点検してい

く必要もあります。

でいる施策を含め、新規性の高いものを

中心に取りまとめられています。

●Integrated Resort（IR）推進法
　2013年12月に長年の議論を経てカ

ジノ解禁を含めた特定複合観光施設（IR）

を整備するための法案が議員立法によっ

て提出されました。カジノは東京オリン

ピック・パラリンピックの開催決定と共

に急速に議論が進み、日本の観光戦略上

の重大なテーマとして位置付けられ、他

国の例を見ても経済効果が非常に大きい

ことが予想されます。一方で、犯罪防止、

治安維持、青少年の健全育成、依存症防

止等の観点から問題を生じさせないため

の制度上の措置の検討も必要です。

日本政府観光局（JNTO）の現状

　国際観光の振興を図る役割を持つ政府

観光局（JNTO）は海外での観光宣伝、

マーケティング等、これまでも大きな役

割を果たしていますが、2013年12月

に閣議決定された「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」において訪日プ

ロモーション事業の効果を最大化する観

点からJNTOがインバウンドの中核とな

ることが明確に位置付けられるととも

に、他法人との連携強化を更に図ること

とされました。今後は事業実施主体とな

ることで、JNTO 海外事務所における海

外現地の市場分析がより具体的にプロモ

ーション活動に反映されることが期待で

きるほか、市場動向の変化や想定してい

なかったプロモーションの機会に対し、

臨機応変に対応することも可能となりま

す。また、海外現地において契約を行う

ことにより、日本企業に加え、現地の状

況を熟知した海外現地企業の参入が促進

され、事業効果の向上も見込まれます。

訪日外国人旅行者数の推移と現状

　訪日外国人旅行者数は、ビジット・ジ

ャパン事業開始以来の政府目標であった

年間1,000万人を初めて達成しました

が、さらに2,000万人の高みを目指す

ためには、政府一丸となって取り組みを

強化する必要があります。

　こうした中、政府は「日本再興戦略（改

訂）2014」を閣議決定し、観光施策と

してはビザ要件の免除・緩和や消費税の

免税対象品目の拡大など、取り組みを進

めています。ビザ要件について政府は 出典：観光庁



源の適切な保護・管理は、持続的な誘客

につながるため、風景や街並みのガイド

ライン化やマナー周知の環境保全対策の

策定が大切であり、具体的な罰則の導入・

強化などの措置も必要です。

●観光産業が被る風評被害の防止
　メディア報道等の影響によってもたら

される風評被害は観光産業に大きなダメ

ージを与えかねません。今後、地震・洪

水などの大規模災害や流行感染症等が発

生した場合には、風評被害防止に向け、

被害状況を正確に見極めた上で、地元自

治体や観光関係者と連携を図りつつ、行

政としての対応が求められます。また、

口コミ効果に着目し、留学生など在留外

国人の不安払拭につながる情報発信力の

活用も検討すべきです。特に今般の原子

力発電所事故については海外メディアの

影響により風評被害が拡大しましたが、

今回の教訓を生かすべく、風評被害の防

止策を具現化していく必要があります。

訪日外国人旅行者数の
目標達成に向けて

　諸外国においても外国人旅行者の誘致

は国家レベルでの取り組みとなってお

り、今後ますます各国との争奪戦が激化

することが予想されることから、「観光

立国実現に向けたアクション・プログラ

ム2014」の進捗状況の点検・評価を行

いつつ工程表どおり、着実に実現させて

いくことが必要です。

　さらには、日本人視点に依拠した情報

発信だけでは訪日外国人ニーズとアンマ

ッチが生じる可能性もあり、ゴールデン

ルートなど既存の観光地以外のニーズを

発掘するためには、観光推進施策の検討

や情報発信の検討段階から外国人の視点

を積極的に導入していくべきです。

●戦略的な海外プロモーション
　さらなる訪日外国人旅行者の増加を図

るためにはグローバルなメディア戦略を

展開し、日本の観光魅力である自然、食、

アニメなどのクールジャパン、ポップカ

ルチャーを戦略的に発信していくことが

重要です。特に日本の魅力をわかりやす

く印象的に世界に発信していくために

は、web・SNSの積極的な活用が不可欠

です。さらには海外メディアの日本への

招請・取材支援や海外旅行博覧会への出

観光政策の推進体制の強化

　観光政策は、複数の省庁に係わること

から、観光庁に権限を集約した上で、縦

割り行政の弊害を除去し、省庁横断的な

調整力と強力なリーダーシップを発揮す

る必要があります。

　また、同時に政府内における政策立案

機能や推進体制の一元化も不可欠であ

り、首相直轄の「観光立国推進閣僚会議」

が設置されるなど、推進体制の強化が図

られていますが、迅速な意思決定がなさ

れるよう観光庁と連携を強化し、観光政

策推進の両輪となって機能していくこと

が重要です。

　さらには、2020年オリンピック・パ

ラリンピックの東京開催を絶好の機会

と捉えて、関係省庁間の連携のみなら

ず、業界全体を巻き込んだ産官学で連

携・調整を強化するなど、オールジャパ

ン体制で取り組むことが必要であり、今

般改定された「アクション・プログラム

2014」も優先順位をつけて確実に推進

していくことが必要です。

　他方、予算面においても、成長戦略と

して観光立国を推進するためには、観光

地の整備やJNTOの機能強化などに向け、

競合するアジア近隣諸国等の予算規模を

踏まえた、相応な予算措置が必要です。

旅行需要創出に向けて

●新たな観光旅行分野の開拓
　新たな旅行需要を創出するには、地域

の歴史や伝統、文化、産業、技術などの

「ここにしかない」独自の観光資源を活

かし、開拓、普及に努めていくことが重

要です。国土交通省成長戦略においても、

医療観光・スポーツ観光・文化観光など

あらゆる産業とのコラボレーションによ

る新しい観光分野の推進が盛り込まれて

おり、これらを実現していく上では関係

省庁間の連携のみならず、国や地方自治

体、地域社会や受入企業、旅行会社等が

一体となった取組みを進めていくことが

極めて重要です。

●観光地における環境と景観の保全
　観光産業は、環境資源に大きく依存し

ています。今後訪日外国人旅行者数の大

幅な増加に向けて取り組むなか、観光資

典、海外テレビドラマ・映画のロケの誘

致等をはじめ、雑誌・ガイドブック等の

媒体も複合的に活用し、訪日観光旅行の

動機付けの充実・強化などに取り組んで

いくことも重要です。

　また、限られた予算のなかで十分な効

果を発揮するためには、アジアを中心と

する重点地区に予算を集中配分する必要

があります。さらに、地域ごとに訪日動

機が異なる点にも留意した上で、的確な

戦略を構築するとともに、施策内容につ

いては積極的に公開し、産官学の連携を

促進すべきです。また、主要国間におい

て政府レベルで観光に関する政策対話を

定期的に開催するなど、観光分野におけ

る二国間関係の強化を図り、ツーウェイ

ツーリズムを進めることでインバウンド

を支える基盤を整える必要があります。

重要政策の一つに位置付けられている

MICEについては、文化施設や公共空間

等のユニークベニューを活用して誘致

し、訪日教育旅行など需要開発等も積極

的に図っていくことで、旅行者の数だけ

ではなく、ターゲット層に着目して取り

組むことが重要です。また、実質的に海

外でのプロモーション事業を担うJNTO

の役割が引き続き重要であり、今般事業

実施主体としてインバウンドの中核と位

置づけられたため、諸外国の体制を参考

にしつつ、財政面も含めたさらなる機能

強化を行うべきです。

●リピーター拡大に向けて
　観光客の訪日リピーター率（60.2％、

2013年訪日外国人消費動向調査）向上

を図っていくためには、訪日外国人旅行

者へのホスピタリティーに富む接遇向上

策が極めて重要です。さらには訪日旅行

を通じて日本の良さを本国で広めていた

だくため、安全かつ安心なサービスの提

供や緊急時の適切な対応を担う地上手配

業務の役割なども重要です。

　2011年５月には本邦大手旅行会社が

出資する合弁会社に対し中国発の商品販

売が解禁され、限定的ながら規制緩和が

進みましたが、訪日旅行商品の品質を高

めてリピーターを拡大させる観点から、

より多くの日系旅行会社が中国国内で販

売できる環境整備とともにJNTO等が現

地旅行会社に対して日本の魅力を伝える

など、旅行商品造成の支援等を行ってい

くことも重要です。
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としても積極的に関与すべきです。

●CIQ手続きの迅速化と円滑化
　日本に対して好印象を持ってもらうに

は、入国手続きの迅速化・円滑化も重要

です。総務省が行った調査によると、入

国審査に未だ多くの時間を要しており、

改善の必要があります。

　今後は法務省の「訪日外国人2,500

万人時代の出入国管理行政検討会議」中

間報告や今般改訂された成長戦略で示さ

れた出入国手続きの迅速化、円滑化の早

期実現や、地方空港において訪日外国人

旅行者数の増加に対応できるように計画

的に物的・人的体制の整備を進める必要

があり、またCIQ職員の接遇向上に向け

た意識改革も同時に進める必要がありま

す。

国民の旅行促進

　産業発展のためには、訪日外国人旅行

者への対応だけでなく、日本人の旅行促

進の取り組みと両輪で推進していくこと

が重要です。

　特に国内における旅行消費額の約90

％を占める日本人の国内旅行については、

地域活性化にも寄与する多大な経済波及

効果が期待できるため、旅行減税制度や

トラベル版エコポイントの導入など旅行

者に対して何らかのインセンティブを付

加するような新たな発想による需要喚起

策を実施する必要があります。また、SNS

利用といったICTを駆使した情報提供促

進の環境整備もさらに推進すべきです。

　他方、日本人の海外旅行者の増加に向

けた取り組みについては、JATAによる

「もっと！海外へ Visit World事業」が展

開されていますが、観光庁は課題や達成

状況などを正確に把握し、積極的に支援

していくことが重要です。

　特に海外旅行離れしているといわれる

若年層への対応については、海外留学や

研修を促進させる取り組みが必要です。

なかでも留学に関しては、グローバル人

材の育成にも資することから、2010年

６月の新成長戦略の中でも、日本人学生

の留学・研修等の交流を30万人に増や

すことが目標として掲げられています。

さらには海外旅行促進の一助とすべく、

パスポート申請費用の引き下げや手続き

の簡素化などの措置も検討すべきです。

休暇改革の促進

　国民の旅行促進のためには、労働者の

休暇取得の促進が極めて重要です。ゴー

ルデンウィークなどの大型連休について

は、年ごとに日並びの変動が生じないよ

う安定化を図ることで、継続的な旅行需

要の喚起が期待できます。

　また、東日本大震災前に休暇改革国民

会議等において議論されていた秋の大型

連休の創設については、旅行需要喚起に

つながる仕組みであり、早急に導入すべ

きと考えます。さらには、呼称を「トラ

ベルウィーク（仮称）」とするなど、よ

り一層の旅行促進につなげる工夫も検討

すべきです。

　また、同時に導入が検討されている取

得の分散化（ブロック化）についても、

潜在的な旅行需要を顕在化させ、旅行需

要増加や観光産業における雇用創出な

ど、様々な効果をもたらす可能性がある

と考えます。

　一方、2010年10月に内閣府が実施

した「休暇取得の分散化に関する特別世

論調査」によると、反対意見が半数以上

を占めており、実現に向けては社会実験

などにより課題や効果を明確にしつつ、

労働界も含めて合意形成を図っていくこ

とが重要です。

●訪日外国人旅行者受入体制の充実
　東京周辺やゴールデンルートなど訪日

外国人の需要が集中する地域以外の需要

を創出するためには地域間で連携して情

報発信力を高めることが重要であり、ま

た、外国人視点も取り入れた地方都市の

季節ごとのテーマである桜、花火、お祭

りなどに着目した魅力を発掘しつつ積極

的に海外に発信していく必要がありま

す。そして、旅行形態は団体旅行から通

訳および添乗員不在の個人旅行へとシフ

トしつつあるなか、案内標識の多言語化

や観光案内所の拡充を含む情報インフラ

の整備、通訳案内士のアジア言語ガイド

の増員など充実したガイドサービスの提

供、銀聯カード（中国内で使われてい

る支払決済用カード）、外貨対応できる

ATMの普及、Wi-Fi利用エリアの拡充な

ど、早急な環境整備が必要です。

　特に観光案内所については駅、郵便局

など各地に点在する既存施設を活用する

ことも検討すべきです。また、語学教育

をはじめとする文化教育や宗教上のタブ

ー教育およびそのような人材育成につい

て、国はガイドライン等を整備し、地方

自治体の取り組みを支援すべきです。特

に今後、成長戦略に基づき、ビザ要件が

大幅に緩和されたASEAN地区からの訪

日外国人旅行者数の急激な増大が見込ま

れる中、宿泊および観光施設におけるム

スリムへの対応について、ノウハウを提

供するなどのサポートも必要であり、国
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